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貸　借　対　照　表
（平成２０年３月３１日現在） （単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

（資 産 の 部）
流 動 資 産
現金及び預金
受 取 手 形
売 掛 金
製 品
材 料
仕 掛 品
貯 蔵 品
未　収　入　金
未収消費税等
繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産
建 物
構 築 物
機械及び装置
車両及び運搬具
工具器具及び備品
土 地
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
ソフトウエア
そ の 他

投資その他の資産
投資有価証券
関係会社株式
関係会社出資金
長 期 貸 付 金
破 産 債 権 等
繰延税金資産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

資 産 合 計

（負 債 の 部）
流 動 負 債
買 掛 金
短 期 借 入 金
未 払 金
未 払 費 用
未払法人税等
役員賞与引当金
設備関係支払債務
そ の 他

固 定 負 債
退職給付引当金
役員退職慰労引当金

負 債 合 計

（純資産の部）
株 主 資 本
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金
その他資本剰余金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金
固定資産圧縮積立金
別途積立金
繰越利益剰余金

自 己 株 式

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金

純 資 産 合 計

負債・純資産合計

１４，９４６，５９１
７８７，２７７

２，４４０，９７１
６，６２０，４４７
１，９６８，１９６
５６７，０７４

１，３７２，２８３
１６５，８４０
５６６，８３５
３０８，４５０
６５７，９１４
１５６，２８２

△６６４，９８３

７，４７５，８８７
５，７７１，０９１
２，４２１，４２１
１０２，０７０

１，９６１，１４０
１０，８６２
３８８，９８９
８１４，３４７
７２，２６１

６０２，５４９
５９６，８５１
５，６９８

１，１０２，２４５
３４８，５０２
４３，７２４
４１５，６５１
３２，０００
１４３，５２７
１８３，３２４
７９，０４２

△１４３，５２７

２２，４２２，４７８

８，０９３，９０３
６，３９０，２８１
６００，０００
１３３，８７８
４１６，０２４
１６３，６５８
２０，３００
２００，７６９
１６８，９９１

１，０８７，１５１
１，０３５，３０１
５１，８５０

９，１８１，０５５

１３，１３６，４３１
２，５０６，５１２
２，０２８，８９７
２，０２８，８０６

９１
８，６４８，３８７
２０３，６０６

８，４４４，７８１
７１６，７５８

７，４５０，０００
２７８，０２２
△４７，３６５

１０４，９９１
１０４，９９１

１３，２４１，４２３

２２，４２２，４７８
（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書
（平成１９年４月１日から平成２０年３月３１日まで） （単位：千円）

金 額

２６，０４３
１４６，３６０

１４，１０３
１０５，４６１

１２，０００

２５１，９３３
９，９００

４３０，０００
△１９４，４６１

２５，１６６，１６０
１９，９２１，８５３
５，２４４，３０７
４，６６３，３８９
５８０，９１７

１７２，４０４

１１９，５６４
６３３，７５６

１２，０００

２６１，８３３
３８３，９２３

２３５，５３８
１４８，３８４

科 目

売　　上　　高
売　上　原　価

売 上 総 利 益
販売費及び一般管理費

営 業 利 益
営 業 外 収 益
受取利息及び配当金
そ の 他

営 業 外 費 用
支 払 利 息
そ の 他
経 常 利 益

特 別 利 益
その他の投資売却益

特 別 損 失
たな卸資産整理損
投資有価証券評価損
税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税
法 人 税 等 調 整 額
当 期 純 利 益

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
（平成１９年４月１日から　平成２０年３月３１日まで） （単位：千円） 

平成１９年３月３１日残高 
事業年度中の変動額 
固定資産圧縮積立金の取崩 
別途積立金の積立 
剰余金の配当 
当期純利益 
自己株式の取得 
自己株式の処分 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額） 
事業年度中の変動額合計 
平成２０年３月３１日残高 

２，５０６，５１２ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
─ 

２，５０６，５１２ 

２，０２８，８０６ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
─ 

２，０２８，８０６ 

８２ 
 
 
 
 
 
 
８ 
 
 
８ 
９１ 

２，０２８，８８８ 
 
　 
　 
　 
　 
　　 
８ 

　  
８ 

２，０２８，８９７ 

科　　目 
資本金 資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

資本剰余金 
株主資本 

平成１９年３月３１日残高 
事業年度中の変動額 
固定資産圧縮積立金の取崩 
別途積立金の積立 
剰余金の配当 
当期純利益 
自己株式の取得 
自己株式の処分 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額） 
事業年度中の変動額合計 
平成２０年３月３１日残高 

２０３，６０６ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
─ 

２０３，６０６ 

７２７，６３０ 
 

△１０，８７２ 
 
 
 
 
 
 
 

△１０，８７２ 
７１６，７５８ 

６，６５０，０００ 
 
 

８００，０００ 
 
 
 
 
 
 

８００，０００ 
７，４５０，０００ 

１，１６６，２０６ 
 

１０，８７２ 
△８００，０００ 
△２４７，４４０ 
１４８，３８４ 

 
 
 
 

△８８８，１８３ 
２７８，０２２ 

８，７４７，４４３ 
　 
　─ 
　─ 

△２４７，４４０ 
１４８，３８４ 

　 
 

　  
△９９，０５５ 
８，６４８，３８７ 

科　　目 
利益 
準備金 固定資産 

圧縮積立金 
別途 
積立金 

繰越利益 
剰余金 

利益剰余金 
合計 

その他利益剰余金 

株主資本 
利益剰余金 
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平成１９年３月３１日残高 
事業年度中の変動額 
固定資産圧縮積立金の取崩 
別途積立金の積立 
剰余金の配当 
当期純利益 
自己株式の取得 
自己株式の処分 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純額） 
事業年度中の変動額合計 
平成２０年３月３１日残高 

△４７，００４ 
 
 
 
 
 

△４０４ 
４２ 
 
 

△３６１ 
△４７，３６５ 

１３，３１６，４８８ 
 
─ 
─ 

△２４７，４４０ 
１４８，３８４ 
△４０４ 
５０ 

２４，３４３  
△７５，０６５ 

１３，２４１，４２３ 

科　　目 
自己株式 

１３，２３５，８４０ 
 
─ 
─ 

△２４７，４４０ 
１４８，３８４ 
△４０４ 
５０ 

  
△９９，４０８ 

１３，１３６，４３１ 

株主資本 
合計 

その他有価証券 
評価差額金 

繰延ヘッジ 
損益 

評価・換算 
差額等合計 

８３，２１１ 
 
 
 
 
 
 
 

２１，７８０  
２１，７８０ 
１０４，９９１ 

△２，５６３ 
 
 
 
 
 
 
 

２，５６３  
２，５６３ 

─ 

８０，６４７ 
 
 
 
 
 
 
 

２４，３４３  
２４，３４３ 
１０４，９９１ 

純資産合計 
評価・換算差額等 株主資本 

（注）１．記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 

（単位：千円） 
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個別注記表
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記
（１）有価証券の評価基準及び評価方法

①その他有価証券
時価のあるもの
決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によっております。）
時価のないもの
移動平均法による原価法によっております。

②子会社株式
移動平均法による原価法によっております。

（２）たな卸資産の評価基準及び評価方法
①製品・仕掛品

個別法による低価法によっております。
②材料・貯蔵品

総平均法による原価法によっております。
（３）固定資産の減価償却の方法

①有形固定資産
定率法によっております。なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法
に規定する方法と同一の基準によっております。ただし、平成１０年４月１日以
降に取得した建物（建物附属設備を除く）については、定額法によっております。

（会計方針の変更）
法人税法の改正に伴い、当事業年度から、平成１９年４月１日以降に取得した有形
固定資産については、改正後の法人税法に基づく償却方法に変更しております。
当該変更に伴う損益に与える影響額は経常利益、税引前当期純利益が３３,８４３千
円それぞれ減少しております。

（追加情報）
当事業年度から平成１９年３月３１日以前に取得したものについては、償却可能限
度額まで償却が終了した翌年から５年間で均等償却する方法によっております。
当該変更に伴う損益に与える影響は経常利益、税引前当期純利益が３５,６８２千円
それぞれ減少しております。

②無形固定資産
定額法によっております。なお、ソフトウエア（自社利用分）については社内
における利用可能期間（５年）に基づく定額法によっております。

（４）引当金の計上基準
①貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見
込額を計上しております。

②役員賞与引当金
役員に対して支給する賞与の支出に備えるため、支給見込額を計上しております。

③退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき計上しております。数理計算上の差異については、その
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発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１５年）による按分額を
それぞれ発生の翌事業年度より費用処理することとしております。

④役員退職慰労引当金
役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規程に基づく期末要支給額
の全額を計上しております。

（５）外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
外貨建金銭債権債務は、事業年度末日の直物為替相場により円貨に換算し、換
算差額は損益として処理しております。

（６）リース取引の処理方法
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・
リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっ
ております。

（７）ヘッジ会計の方法
①ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、為替予約が付されている外貨建金
銭債権債務等については、振当処理を行っております。

②ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段：為替予約取引
ヘッジ対象：外貨建売上債権及び外貨建予定取引

③ヘッジ方針
当社は、通常の営業過程における外貨建取引の将来の為替相場の変動リスクを
ヘッジする目的で、先物為替予約取引を行っております。

④ヘッジの有効性評価の方法
ヘッジ手段である為替予約とヘッジ対象となる外貨建売上債権及び外貨建予定
取引に関する重要な条件が同一であるため、ヘッジに高い有効性があるものと
判断しております。

（８）その他計算書類作成のための重要な事項
消費税等の会計処理
税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記
（１）有形固定資産の減価償却累計額 ８,３４１,１１８千円
（２）関係会社に対する短期金銭債権 ６５９,１１７千円

関係会社に対する短期金銭債務 ３７０,８７４千円
（３）偶発債務

・輸出貨物代金債権譲渡契約に基づく債権譲渡残高 １０４,８５０千円

３．損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売　　　上　　　高 ６３３,０３８千円
仕　　　入　　　高 ３,９７０,５５９千円
営業取引以外の取引高 ６９,０２３千円
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４．株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末日における自己株式の種類及び株式数

普通株式 ８３,５１９株

５．税効果会計に関する注記
繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）

未払賞与 １３８,３１９ 千円
たな卸資産評価損等 ３５５,４９１ 〃
事業税 １８,１０６ 〃
退職給付引当金 ４２０,３３２ 〃
役員退職慰労引当金 ２１,０５１ 〃
貸倒引当金 ３２４,６７５ 〃
投資有価証券評価損 ５８,０５１ 〃
減価償却費 ７６,５９５ 〃
減損損失 １６０,４８６ 〃
その他 ２７,５３５ 〃
繰延税金資産小計 １,６００,６４５ 千円
評価性引当額 △２１９,４６９ 〃
繰延税金資産合計 １,３８１,１７６ 千円

（繰延税金負債）
固定資産圧縮積立金 ４８９,９０５ 千円
その他有価証券評価差額金 ５０,０３１ 〃
繰延税金負債合計 ５３９,９３７ 千円
繰延税金資産の純額 ８４１,２３８ 千円

６．リースにより使用する固定資産に関する注記
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リー
ス取引

（１）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（２）未経過リース料期末残高相当額
１年内 ２６,８７３ 千円
１年超 ２５,８１４ 〃
合　計 ５２,６８７ 千円

（３）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額
支払リース料 ３２,８２７ 千円
減価償却費相当額 ３２,１２３ 〃
支払利息相当額 ６１８ 〃

 
工具器具及び備品 

その他 
合　計 

取得価額相当額 
１３２,７３５ 
１９,０００ 
１５１,７３５ 

減価償却累計額相当額 
８５,５１６ 
１４,１５９ 
９９,６７６ 

期末残高相当額 
４７,２１８ 
４,８４０ 
５２,０５９ 

（単位：千円） 
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（４）減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法
・減価償却費相当額の算定方法
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

・利息相当額の算定方法
リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期
への配分方法については、利息法によっております。

７．関連当事者との取引に関する注記

８．１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 ６４２円１８銭
１株当たり当期純利益 ７円２０銭

 

属性 

 
 

連結 

子会社 

 

住所 

 
 

兵庫県 

明石市 

役員の 

兼任等 

 

１名 

 

資本金 

 

 

２０,０００ 

 

事業の 

内容 
 

成形機の 

製造 

議決権等 

の所有（被 

所有）割合 

％ 

１００ 

 

 

取引の 

内容 　 

成形機の仕

入れ　※１ 

受取賃借料 

 

会社等 

の名称 
 

東洋工機 

（株） 

（単位：千円） 子会社及び関連会社等 

事業上 

の関係 
 

成形機の 

製造委託 

 

取引金額 

 
 

２,５７１,４８８ 
 

２４,１７１ 

 

期末残高 

 
 

２０１,５４７ 
 

－ 

 

科　目 

 
 

買掛金 
 

－ 

 

属性 

 
 
 

その他 

の関係 

会社の 

子会社 

 

住所 

 
 
 

 

東京都 

港  区 

役員の 

兼任等 

 

 
 

な し 

 

 

資本金 

 

 
 

 

９,９８３,６８３ 

 

事業の 

内容 
 

家庭電器

品・業務用

機器等の

クレジット・

リース販売 

議決権等 

の所有（被 

所有）割合 

％ 

 
 

－ 

 

 

 

取引の 

内容  

 
 

当社の取引先
が有する営業
債権のファクタ
リング※２ 

 

会社等 

の名称 
 

 
 

日立キャ 

ピ タ ル

（株） 

（単位：千円） 兄弟会社等 

事業上 

の関係 
 

 

営業債権 

のファク

タリング 

 

取引金額 

 
 

 

 

４,７１３,５６８ 

 

期末残高 

 
 
 

１,７７４,６３４ 

 

 

４１,９６３ 

 

 

科　目 

 
 
 

買掛金 

 
 

設備関係 

支払債務 

関 係 内 容 

関 係 内 容 

（注）取引金額には消費税等が含まれておりませんが、期末残高には消費税等が含まれております。
取引条件及び取引条件の決定方針等
※１　購入価格については、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。
※２　当社と当社の仕入先との間で決定された取引金額により、仕入先が債権譲渡しております。


